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概要 
 今日、世界の人道的ニーズが拡大する一方、支援に必要な人的・資金的資源は限られており、それらを活用するため

の対策の検証が喫緊の課題とされている。一つの解決策として、2016 年の世界人道サミット以降、国連などの人道支

援機関と民間セクターとの連携によるイノベーション活用が注目されるが、どのようなイノベーションが望まれるのか日本

では議論が成熟していない。 
そこで本調査では、人道支援に求められるイノベーションやその期待される効果を整理・検討することで、民間連携を

促進させるために必要な対策を明らかにすることを目指した。調査結果では、人道支援で特に注目を集めるイノベーショ

ンとして、‘blockchain’、‘artificialintelligence’、‘drone’、‘virtualreality’等が推測された。また、複数の人道支援機関

が関心を寄せるイノベーションの活用事例を取り上げ、現場で期待される効果と共に技術活用の課題を整理した。加え

て、民間セクターとの連携によるメリット及び課題の検討も行った。最後に、それらを踏まえ、特に日本の民間セクターと

の連携を念頭に、関連するアクター（政策立案者・人道支援機関・民間セクター）ごとに必要と思われる支援策の提言を

行った。 
 

1. 調査の目的と方法 

 世界各地で人道危機がますます複雑化・長期化する中、人道支援を必要とする人々の数は急増し、2015 年の 7,800
万人から 2021 年には 2 億 3,500 万人まで増加している 1。同様に人道支援に必要とされる資金についても、同じ期間に

160 億米ドルから 350 億米ドルにまで増加している 2。2020 年には新型コロナウイルス感染症に対応するため 95 億米ド

ルが追加で必要となり、必要とされる人道的資金は跳ね上がった 3。こうした状況に対し、各国ドナー等がコミットメントを表

明し、2020 年は最終的に 275 億米ドルの人道的資金が調達された 4。しかしながら、最も脆弱な人々を支援するための

巨額な資金ギャップは現存しており、限られた資源を活用していくための新たな発想の転換が必要とされている。 

従来、開発支援の分野では民間セクターとの協働が進む一方、紛争や災害等の人道危機への対応には危険が伴うた

め、人道支援機関と企業や大学等との連携は進んでこなかった。他方、2016 年の世界人道サミットでは多様なアクターと

の連携の重要性が強調され、それ以降、大規模化・長期化する人道危機に対して、民間セクターがもつ革新的な技術や

ノウハウを活用した人道支援が増えてきている。民間セクターと人道支援機関が協働して、より効率的・効果的な人道支

援の在り方を模索する取組みは同分野の潮流になりつつある。 

 しかし、海外勢に比して日本の企業や大学等の参入実績は少なく、どのようなイノベーションが望まれるのか日本ではこ

 
1 United Nations Office for the Coordination of Humanitarian Affairs (OCHA), 2020a, no page specification; OCHA, 2014a, 4 for a 
PDF. 
2 OCHA, 2020a, no page specification; OCHA, 2014a, 4 for a PDF. 
3 OCHA, 2020b, 7 for a PDF. 
4 OCHA Financial Tracking Service (FTS), 2020, no page specification. 
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れまで体系的に整理がなされていない。そこで本稿では、人道支援に求められるイノベーションやその期待される効果を

整理・検討し、民間連携を促進するために必要とされる対策を明らかにすることを目指した。2.では SNS（Twitter）で呟

かれた関連キーワード等のテキストマイニングを行い、注目イノベーションの特定を試みた。3.では、複数の人道支援機関

が注目するイノベーションの現場での活用事例を調査し、期待される効果や課題について整理した。4.では、主に人道支

援機関へのヒアリング調査を通じて、民間連携のメリットを明らかにするとともに、連携までの課題を整理した。それらを踏

まえ、最後の 5.では、日本の民間セクターと人道支援機関との連携によるイノベーションの創出を促進するために、今後

必要と思われる支援策について提言を行っている。 

 本調査は 2020 年 4 月から 12 月にかけて、図表 1 に示す国際機関及び NGO を対象にデスクレビュー調査、ヒアリン

グ調査、SNS 分析を実施した。なお、調査対象の選定にあたっては、人道支援をその主な活動目的とする国際機関と外

務省が位置付ける機関のうち、活動地域もしくは内容が限定される UNRWA（国連パレスチナ難民救済事業機関）及び

UNMAS（国連 PKO 局地雷対策サービス部）を除いた国際機関を対象とした 5。また、主に人道支援を行う NGO は多く

存在するため、先行研究として独 Global Public Policy Institute（GPPi）等が調査対象とした NGO を選定している 6。 

図表 1 調査対象とした人道支援機関と調査手法 

 
国際機関 NGO 

UNICEF WFP UNHCR UNOCHA IOM ICRC IFRC IRC Save the 
Children OXFAM 

デスクレビュー調査 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

ヒアリング調査 〇 〇 〇   〇 〇  〇  

SNS 分析 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

 

2. SNS 分析を通じた注目イノベーションの動向把握 

本章では近年の人道支援で注目される民間セクターのイノベーションについて、その動向を定量的に明らかにすること

を試みる。通常、ある分野の最新動向を把握するには対象機関のウェブサイトや職員へのヒアリングが主な情報源となる

が、それだけでは各イノベーションへの注目度合いの定量的な把握や各人道支援機関がどのイノベーションに注目して

いるかといった横断的な比較が難しいと言える。そこで本章では、各人道支援機関のソーシャル・ネットワーキング・サービ

ス（以下、SNS）を試行的に分析し、注目されるイノベーションの検証・定量的な可視化に取り組む。 

本稿における分析はプリミティブな段階のため、各人道支援機関の個別の動向やイノベーションとの因果関係を明確

に指摘するというより、近年の全体の傾向を示すに留まっている。しかしながら、定量的な分析の視点を提供することで、

注目イノベーションの特定に向けた、妥当性を有する分析手法の構築の一助となることを目指したい。 

  

 
5 Ministry of Foreign Affairs, 2021, 1 for a PDF. 
6 Dette,2016, 3 for a PDF. 
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(1) SNS 分析の全体像 
 各人道支援機関の SNS を分析するにあたって、本稿では Twitter データを用いたテキストマイニングを実施 7した。

Twitter では API8を通じてテキストデータを過去に遡り大量に収集することが可能であり、活発にツイートを発信する

Twitterアカウントを調査対象とすれば十分なデータに基づく定量的な分析を行うことができる。分析の前提となる収集デ

ータの内容、技術キーワード選定の考え方は以下のとおりである。 

 

［データの収集期間］ 

2015 年 1 月 1 日～2020 年 11 月 30 日 

 

［分析対象］ 

本章（3）は 10 機関 9・16Twitter アカウントが発信するツイート、本章（2）と（4）は人道支援機関を含む全てのユーザ

ーのツイートを対象とする。なお、いくつかの人道支援機関は、組織本体の Twitter アカウントの他に、主にイノベー

ションに関連するツイートを発信する場として、別の Twitter アカウントを活用しており（例えば、UNICEF で言えば、

UNICEF Innovation (@UNICEFinnovate)）、そうしたアカウントも分析の対象に含めた。 

 

［技術キーワード選定の考え方］ 

ⅰ. 各人道支援機関の Twitter アカウント名を含むツイートで一定期間に発信されたものをサンプルとして抽出し（約

87 万件）、そこで使われる約 35 万単語を出現頻度順に並べる。 

ⅱ. ⅰ.で上位出現した単語の中から比較的新しいテクノロジーに関連すると思われる単語をマニュアルで抽出する。 

ⅲ. ⅱ. で抽出した単語のうち、同じ意味を持つ異なる単語・連語は、代表的な単語に統一する。 

ⅳ. 手順ⅰ.～ⅲ.に基づき、以下の単語を SNS 分析で用いる技術キーワードとした 10。 

 

3dprint, artificialintelligence, bigdata, blockchain, cashtransfer, digitalid, drone, email, 
fintech, internet, iot, mobile, satellite, smartphone, sms, telemedicine, virtualreality  

 
7 分析ツールには、ビッグデータの取扱いを得意とするオーリック・システムズ・ジャパン株式会社の Pivot Billions を用いている。 
8 Application Programming Interface の略。あるソフトウェアが API を公開すると、外部アプリケーションと機能を共有することができる。

Twitter 社では同社サービスの API を公開しているため、Twitter データの利用を申請し承認を受けることで誰でもテキストマイニングを行う

ことができる。 
9 調査対象の選定にあたっては、人道支援をその主な活動目的とする国際機関と外務省が位置付ける機関のうち、活動地域もしくは内容

が限定される UNRWA（国連パレスチナ難民救済事業機関）及び UNMAS（国連 PKO 局地雷対策サービス部）を除いた国際機関を対象と

した。また、主に人道支援を行う NGO は多く存在するため、先行研究として独 Global Public Policy Institute（GPPi）等が調査対象とした

NGO を選定している。 
10 技術キーワード‘email’、‘internet’、‘mobile’、‘smartphone’、‘sms’は今日では一般的な単語でイノベーションを想起させるとは言い

難いが、出現頻度の高さから本調査では分析対象に含めた。 
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図表 2 分析対象とした各人道支援機関のSNSアカウント 

人道支援機関名 各機関の Twitter アカウント名 

国際連合児童基金(UNICEF) ① UNICEF (@UNICEF) 
② UNICEF Innovation (@UNICEFinnovate) 

国際連合世界食糧計画(WFP) ③ World Food Programme (@WFP) 
④ WFP Innovation (@WFPInnovation) 

国連難民高等弁務官事務所(UNHCR) ⑤ UNHCR, the UN Refugee Agency (@Refugees) 
⑥ UNHCR Innovation (@UNHCRInnovation) 

国際連合人道問題調整事務所(UNOCHA) ⑦ UN Humanitarian (@UNOCHA) 

国際移住機関(IOM) ⑧ IOM - UN Migration (@UNmigration) 
⑨ IOM - Innovation Journal (@IOM_Journal) 

赤十字国際委員会(ICRC) ⑩ ICRC (@ICRC) 
⑪ ICRC Innovation (@ICRC_Innovation) 

国際赤十字赤新月社連盟(IFRC) ⑫ IFRC (@ifrc) 

国際救済委員会(IRC) ⑬ IRC - International Rescue Committee (@RESCUEorg) 
⑭ Airbel (@Airbel) 

セーブ・ザ・チルドレン(Save the Children) ⑮ Save the Children International (@save_children) 
オックスファム(Oxfam) ⑯ Oxfam International (@Oxfam) 

 

(2) 人道支援×イノベーションに関する人々の関心 

① ツイート総数の推移 

近年の人道支援における人々のイノベーションへの関心度合いを把握するため、図表 2 に挙げた各機関の Twitter
アカウント名と技術キーワードの両方を含むツイートの動向を分析した（図表 3）。本節では人道支援機関を含む全てのユ

ーザーのツイートを分析対象としている。調査期間中のツイート総数の推移を見ると、ユニークユーザー数 11／ツイート数

は 2015 年と 2016 年でほとんど変化は無かったが、2016 年から 2019 年にかけては急増し、2020 年は急減している。

このような変化の背景には、（十分な確証はないものの）2016 年 5 月に開催された世界人道サミットの影響で人道支援に

対する人々や企業の関心が高まったこと、一方で 2019 年末に発生した新型コロナウイルス感染症の世界的流行によっ

て関心の対象がそちらに移ったことが推測される。 

 
11 ユニークユーザー数：期間内にツイートしたユーザーの数。同一アカウントの複数のツイートも 1 回と集計するため、人々の関心度合いを

定量的に把握する指標となりうる。 
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図表 3 各機関のTwitterアカウント名と技術キーワードの両方を含んだツイート数の動向 

 

（出所）オーリック・システムズ・ジャパンの分析結果を元に筆者作成 

 

② 人道支援機関別の推移 

次に対象期間中の技術キーワードに関するツイート数の動向を人道支援機関別に見てみると（図表 4）、UNICEF、
UNHCR、WFP と関連付けられたツイートの数が多いことが分かる。UNICEF と技術キーワードに関連したツイート数は

全ての人道支援機関の中でも突出して多く、パンデミック下の 2020 年にも人々の間の関心度合いは増していたことが明

らかになった。ただし、イノベーションに関連するツイートを主に発信する場である UNICEF Innovation 
(@UNICEFinnovate)のアカウントでは、関連ツイート数は 2019 年まで緩やかな増加傾向を示すに留まった。UNHCR
については、ツイート内容まで詳細に分析ができていないため理由は不明であるが、2019 年だけ関連ツイート数が急増

する特殊なパターンを示した。WFP は 2020 年 12 月にノーベル平和賞を受賞しているが、本調査ではその影響を捕捉

できていない。 

図表 4 人道支援機関別に分解したイノベーション関連ツイート数の動向 

 
（出所）オーリック・システムズ・ジャパンの分析結果を元に筆者作成 

2016年の世界

人道サミットが
契機で急増？

人々の関心
が新型ｺﾛﾅ
ｳｲﾙｽ流行
に移った？
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(3) 各人道支援機関が SNS 上で注目を示したイノベーション（種類別） 

本節では各人道支援機関のアカウントがツイートした技術キーワードを集計することで、各機関がどのイノベーションに

関心を示しているのか整理を行った（図表 5）。人道支援機関のツイートのみを分析対象としたため、前節よりも扱うツイー

ト数は少ない。表中の赤色が濃い部分ほど、技術キーワードの出現頻度が高いことを示している。 

図表 5 各人道支援機関のアカウントがツイートした各技術キーワードの件数（2015-2020年総計） 

 

（出所）オーリック・システムズ・ジャパンの分析結果を元に筆者作成 

  

テキストマイニングの結果によれば、人道支援機関全体で最も注目されている技術キーワードは‘blockchain’で、ツイ

ート数の総計は次点の‘internet’の 2 倍強であった。特に WFP Innovation や UNICEF Innovation のアカウントでは

高頻度で ‘blockchain’というキーワードがツイートされている。 ‘internet’は UNICEF Innovation と UNHCR 
Innovation／UNHCR の両機関のアカウントによるツイート数が多い。‘internet’は既に社会インフラの基盤技術と言える

ことから、それ自体でイノベーションを意味し難いが、紛争や災害の影響下にある国で革新的な技術を活用した人道支援を届

ける上で不可欠な要素であるため、人道支援機関からの注目度も高いことが推測できる。また、‘artificialintelligence’は

UNHCR Innovation のアカウントのツイートの中で出現率が最も高い。 
技術キーワード‘blockchain’、‘artificialintelligence’、‘drone’、‘virtualreality’は全体的に出現頻度が高く、複数の人

道支援機関から注目されていることが推測できる（SNS 上で注目される理由は、既に人道支援の現場で多く活用されて

いる、今後の活用が有望視されている、あるいは逆にネガティブ反応が示されているため等が考えられるが、その理由を

正確に把握するにはツイート内容の文脈を検証する必要がある）。 

 

(4) 近年発生した大規模人道危機で注目されたイノベーション 

本節では近年の大規模人道危機の発生時に SNS 上でどのようなイノベーションが注目されていたかを検証するため、

人道危機ごとに代表的な特定キーワードを定め（図表 6）、それらと各技術キーワードの関連性をテキストマイニングで分

析を行った。本節では人道支援機関を含む全てのユーザーのツイートを分析対象としている。 
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図表 6 技術キーワードとの関連性を検証する各人道危機の特定キーワード 

分析対象とした人道危機 特定キーワード 技術キーワード 

シリアにおける人道危機 syria 3dprint, artificialintelligence, bigdata, 
blockchain, cashtransfer, digitalid, 
drone, email, fintech, internet, iot, 
mobile, satellite, smartphone, sms, 
telemedicine, virtualreality 

南スーダンにおける人道危機 southsudan 
ミャンマー・ロヒンギャ問題 rohingya 
新型コロナウイルス感染症の世界的流行 covid 

 

調査リソースの制約のため、各人道危機に対応する特定キーワードは 1 単語に絞っている。また、特定キーワードに設

定した‘rohingya’と‘covid’については分析対象の人道危機と関連性は強いと考えられるが、‘syria’と‘southsudan’につ

いては一般的な単語のため、人道危機以外の文脈で技術キーワードが言及されたツイートも含まれる可能性があるのは

注意が必要である。 

 

① シリアにおける人道危機（2011 年～） 

シリアで発生した人道危機については、他の人道危機と比べて関連する技術キーワードの種類が多く出現した。2015
年から 2020 年の調査対象期間中で出現件数の多い技術キーワードを順に並べると ‘email’、 ‘blockchain’、
‘virtualreality’、‘satellite’、‘cashtransfer’等となる。2019年は‘email’のツイート数が突出しているが、図表 5では人道

支援機関による‘email’のツイート数が少ないことから、ほとんどは一般ユーザーによるツイートであることが分かる。‘email’
はコミュニケーションに関連する技術のため、母国を離れて暮らす難民の連絡手段に関して何らかの話題が多く上ってい

たと推測できる。 

 

図表 7 特定キーワード‘syria’と各技術キーワードが関連して出現した件数 

 

（出所）オーリック・システムズ・ジャパンの分析結果を元に筆者作成 

 

② 南スーダンにおける人道危機（2013 年～） 

シリアの人道危機と比べると、南スーダンで発生した人道危機では技術キーワードの出現件数が全体的に少ない。調

査期間中で出現件数の多い技術キーワードを順に並べると‘virtualreality’、 ‘internet’、‘satellite’、 ‘email’等と続く。 
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図表 8 特定キーワード‘southsudan’と各技術キーワードが関連して出現した件数 

 

（出所）オーリック・システムズ・ジャパンの分析結果を元に筆者作成 

  

③ ミャンマー・ロヒンギャ問題（2017 年～） 

ミャンマー・ロヒンギャ問題では人道危機が発生した 2017 年に技術キーワード‘drone’が突出して出現したのが特徴的

である。この理由について、避難民がミャンマーからバングラデシュに逃れようとする様子を上空からドローンで空撮した

動画を UNHCR が 2017 年 10 月に公開 12しており、それがメディアや SNS 上で話題になっていたためと推測できる。

ドローンを活用したロヒンギャへの支援実績は現時点で確認できないが、支援ニーズの把握や情報収集が必要な際にド

ローン技術が有効になることは期待できる。他には‘internet’や‘satellite’の出現件数もやや多い。 

図表 9 特定キーワード‘rohingya’と各技術キーワードが関連して出現した件数 

 

（出所）オーリック・システムズ・ジャパンの分析結果を元に筆者作成 

  

 
12 UNHCR. 2017. "Drone footage shows new Rohingya refugees arriving in Bangladesh (Roger Arnold, camera / Boris Weber, 
editor)," https://www.unhcr.org/news/videos/2017/10/59e719d54/drone-footage-shows-new-rohingya-refugees-
arriving-in-bangladesh-roger.html（最終アクセス：2021 年 6 月 15 日） 
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④ 新型コロナウイルス感染症の世界的流行（2020 年～） 

2019 年末に発生した新型コロナウイルス感染症の世界的流行と関連する技術キーワードを出現件数の多い順に並べ

ると‘internet’が突出しており、続いて‘mobile’、‘blockchain’、‘email’、‘sms’等と続いた 13。2020年は対面でのコミュニケ

ーションに著しく制約が課されたため、デジタル化の重要性に一層の注目が集まったと考えられる。人道支援の現場でも、

支援の提供や被害者とのコミュニケーションを継続させていくために、モバイルアプリを活用した事例等が複数見られた。 

 

図表 10 特定キーワード‘covid’と各技術キーワードが関連して出現した件数 

 

（出所）オーリック・システムズ・ジャパンの分析結果を元に筆者作成 

 

 

(5) 小括；本章のまとめ 

本章では主にTwitterデータを用いたテキストマイニングによって、人道支援で注目されるイノベーションの動向を明ら

かにしようと試みた。分析結果を述べると、まず人道支援におけるイノベーションへの人々の関心度合いは SNS 上で

2016 年から急増しており、これは 2016 年に開催された世界人道サミットの影響で人々や企業の関心が高まったことが推

測される。しかし、2020 年には SNS 上での関心は急落しており、この理由には新型コロナウイルス感染症の世界的流行

が考えられる。各人道支援機関のイノベーションに関するツイート数の推移については、UNICEF が突出して多く、続い

て UNHCR、WFP のツイートの数が多い。各人道支援機関が SNS 上で注目を示したイノベーションを種類別に見ると、

‘blockchain’、‘artificialintelligence’、‘drone’、‘virtualreality’の出現頻度が全体的に高く、複数の人道支援機関から

注目されていることが推測できる。次章では、このうちいくつかのイノベーションの活用事例について、その期待される効

果と課題とともに詳述する。 
 

3. 注目イノベーションの活用事例：期待される効果と課題 

 本章では主にデスクレビュー及びヒアリング調査にもとづき、複数の人道支援機関が注目するイノベーションの活用事例

として代表的な 3 例を調査した。イノベーションを人道支援に活用することで、これまで以上に効率的・効果的な支援が行

えるようになる可能性を秘めている。例えば、必要な情報や支援へのアクセス向上、適切なニーズ把握、優先順位の高い

人への効果的な対応、体系的なモニタリング実施等の効果が期待できる。他方、技術やノウハウは使い方を誤れば悪用

 
13 2015－2019 年に‘covid’と関連して出現する技術キーワードは存在しないため、データは 2020 年分のみ。 
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される危険もはらんでおり、それらが Do harm14しないよう、リスクをきちんと把握し軽減していくことが同時に必要とされる。 

 

(1) ブロックチェーン 

 そもそもブロックチェーンとは分散型のデジタル台帳であり、暗号化された情報を不変のブロックに記録するデータベー

スの役割を担う。データが格納されたブロックにはタイムスタンプが押され、偽名化されたデジタル署名により認証された

後、ユーザーによって検証され、データブロックの全履歴を含むチェーンに暗号でロックされるため、データの改竄が非常

に困難になる 15。 

情報の改竄が難しいというブロックチェーン技術の特徴を活かし、人道支援において、情報の正確性や透明性、トレー

サビリティを高め、第三者の仲介を排除することで取引コストと時間を削減できる可能性がある 16。具体的に既に支援の現

場では、援助資金の取引中継コストを削減し、透明性を担保しつつ受益者にデジタルキャッシュを届ける仕組み作りや、

着の身着のまま逃げた難民が社会インフラにアクセスできるようデジタル

ID を付与するため等にブロックチェーンが活用されている。 

ただし、ブロックチェーンが、生体認証やデジタルキャッシュトランスフ

ァー技術と併せて用いられる場合、データ保護に関連する問題を引き起

こす危険性が指摘されている 17。特にインターネット環境が脆弱な紛争

影響地域では、敵対するグループ間の個人情報が紛争当事者に漏洩

するリスクが排除しきれず、赤十字国際委員会（ International 
Committee of the Red Cross：ICRC）等はブロックチェーンの活用に

慎重な姿勢を示している。加えて、ブロックチェーンを安全で効果的に

使用するには、インターネットの接続性だけでなく、デジタルリテラシー

やユーザーフレンドリーなアプリケーションの開発等が求められる 18。 

図表 11 人道支援機関による活用事例：ブロックチェーン 

 WFP の事例 Save the Children の事例 

期待される 

効果 

 食料支援を必要とする難民に、銀行を介さずに食料購

入のための現金を支給することで、透明性ある決済シ

ステムによって現金給付を行う 

 難民や国内避難民にデジタル ID を付与することで、

送金履歴や学歴、職歴等の個人の重要情報を安全に

管理する 

連携先  ブロックチェーン企業（英独）  非公開 

実用化事例 
 ブロックチェーン技術と生体認証（虹彩）技術を活用

し、ヨルダンのシリア難民キャンプで食料支援を実施 

 Humanitarian Blockchain 
 実証テストを機関内で実施しセクター別（教育・職業

訓練・食料支援など）に展開を計画中 

（出所）筆者作成 19 

 

 
14 人道支援では Do No Harm の原則が守られる必要がある。同原則は、援助が紛争を助長したり、保護を受けるべき人々に危害を加えた

りするリスクを警告しており、人道支援に携わる者の国際規範として広く共有されている。 
15 Kuner, and Marelli, 2020, 240-242 for a PDF. 
16 Ko and Verity, 2016, 10-14 for a PDF. 
17 Kuner, and Marelli, 2020, Chapter 8, 9 and 14 for a PDF. 
18 Kuner, and Marelli, 2020, Chapter 14 for a PDF. 
19 World Food Programme (WFP), 2021b; Matsuoka, 2018; Save the Children, 4 for a PDF. 

ブロックチェーン×生体認証を活用した難民

キャンプでの食料支援（WFP） 

 

（出所）WFP 
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(2) ドローン 

 ドローンとは、パイロットを必要とせず遠隔操作で操縦したり、プログラムされたルートを自律的に飛行したりする航空機

をいう。人道支援において活用されるドローンの多くは、限られた訓練で短距離を飛行でき、軽量でかつ安価な製品であ

ることが多い 20。 

 特に紛争や災害の緊急事態下では、人道支援機関であっても現場にアクセスすることが危険な場合が多いことから、ド

ローン技術の需要は高いと考えられる。ドローンを使うことで、より早期かつ効率的なニーズの評価や対応策の検討、実

施、モニタリングが期待できる他、ドローンに搭載したカメラやセンサーによって、上空から現場の画像を素早く撮影して

分析し、迅速な対応や長期的なモニタリングに役立てることができる。また、捜索や救助活動の支援、公共メッセージの発

信、インターネット接続の一時的回復、軽量の援助物資の輸送等への利用も期待される。ドローンの場合、衛星や飛行機

等からのデータ収集方法に比べ低コストなうえ、地上近くを飛行できるので高解像度な画像を提供できる利点もある 21。 

 一方、人道危機下でドローンを活用するには課題もある。多く

の国ではドローンに関する規制がないため、飛行認可の取得

に時間を要し展開が遅れたり、現地当局とアドホックな合意が

必要になったりする場合がある 22。既存の規制では、都市部や

空港の付近で飛行制限が課され、物資の投下が禁止されてい

ることが多く、人道的利用にはそうしたことへの免除措置も重要

になってくる。また、ドローンによるデータ収集は、個人のプライ

バシーや信頼に関するデータ保護の懸念を引き起こす可能性

も指摘されている 23。 

図表 12 人道支援機関による活用事例：ドローン 

 UNICEF の事例 ICRC の事例 

期待される 

効果 

 医療物資の輸送、緊急時の支援、作物のモニタリン

グ、コレラ等感染症のマッピング、航空画像の撮影によ

る災害状況のモニタリング等を高い費用対効果で実現

する 

 紛争影響地域において、地雷や不発弾の検知、人の

移動や避難民キャンプの状況把握、埋められた遺体の

所在確認、作付けモニタリングなどに活用が期待され

ている 

連携先  10 を超える海外の企業・大学・NGO  早稲田大学、NEC 等 

実用化事例 

 遠隔地に暮らすバヌアツの子どもに民間ドローンを使

ってワクチンを輸送 

 マラウィでアフリカ初のテスト飛行ルートを開設し実証

実験進む 

 地雷や不発弾などに汚染された地域でのテスト飛行に

より、ドローン、カメラ、ディープラーニングの組み合わ

せによるシステムの有効性を検証 

（出所）筆者作成 24 

 

(3) 革新的資金調達 

 ヒアリング調査において、複数の人道支援機関から民間セクターとの連携に期待が寄せられたイノベーションは、革新的

資金調達メカニズムである。冒頭の調査目的で記した通り、人道支援に必要な資金は恒常的に不足しており、その新たな

 
20 OCHA, 2014b, 4 for a PDF. 
21 Soesilo et al, 2016, 23-51 for a PDF. 
22 Soesilo et al, 2016, 44-45 for a PDF. 
23 Kuner and Marelli, 2020, Chapter 7 for a PDF. 
24 United Nations Children's Fund (UNICEF), no page specification; International Committee of the Red Cross (ICRC), 2020, no 
page specification. 

ICRC と早稲田大学によるドローンのテスト飛行 

 

（出所）ICRC 
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解決手段として革新的資金調達が注目されている。同メカニズムは、従来のドナーによる拠出金や寄付金に依存する伝

統的な資金調達とは異なり、収益の不確実性に対しては公的資金をリスクマネーとして投入し一定のリスクヘッジを行うこ

とで、企業や投資家から出資を募って民間資金を呼び込む仕組みである 25。民間金融では当たり前であった仕組みを、

人道支援に適用させようとする点で資金調達のイノベーションと言える。人道危機への対応フェーズ毎に、例えば、予防

の段階では保険商品、危機下ではブレンドファイナンスや債券、危機後の復興や平和構築の段階ではマイクロファイナン

スやエクイティ投資等、さまざまな金融手法の適用が検討されている 26。 

 

図表 13 人道支援で広がる資金調達のイノベーション 

 

（出所）Overseas Development Institute (ODI) “New Financing Partnership for Humanitarian Impact”等を元に筆者作成 

  

 他方で新たな資金調達手段の導入には、投資リターンを期待でき、かつ人道支援の貢献にも繋がるような投資に適した

プロジェクトが少ないことが課題と言える 27。紛争や災害の影響国では、空港や道路、電力といったハードインフラの機能

不全、規制不備による取引コストの増大、汚職や不正に絡む政情不安、テロ等の治安リスク等、多様な危険が存在する。

こうした予測がつきにくい状況で多くの投資家は、そのような国をポートフォリオに含めることは難しい。人道支援で革新的

資金調達の普及が進むためには、特に当事国政府や国際機関が連携して現地の市場がきちんと機能するような環境づ

くりが求められるほか、公的資本と民間資本が共同で投資する仕組みの強化が必要と思われる。  

 

 

 

 

 

 
25 World Economic Forum (WEF), 2019, 5 for a PDF. 
26 King et al. 2019, 9-10 for a PDF. 
27 WEF, 2019, 10 for a PDF. 
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図表 14 人道支援機関による活用事例：革新的資金調達 

 ICRC の事例 

期待される 

効果 

 人道支援に対する資金不足を、国連加盟国の拠出金や慈善金だけに頼らず、民間企業や投資家

を巻き込んで、人道ニーズに持続的に対応できるようにする 

連携先  民間金融機関（独スイス） 

実用化事例 

 Humanitarian impact bond 
 ナイジェリア、マリ、コンゴ民に障害者向けのリハビリ施設を建設するため、民間投資家にインパク

トボンドを発行。5 年のうちに施設が建設され、期待される事業成果が出れば、各国政府や財団

が、投資家に返済を行う仕組みのパイロット事業を展開中 

（出所）筆者作成 28 

 

4. 民間連携のメリットと課題 

 ここでは主にヒアリング調査の結果から、人道支援機関と民間セクターとの民間連携を通じて想定されるメリット、及び連

携に至るまでの課題について整理した。 

冒頭で述べた通り、人道支援に必要な資金は恒常的に不足しているため、インタビューでも人道支援機関が従来とは

異なる多様なアクターを巻き込むことで打開策を見出す必要性を認識していることを確認できた。特に民間セクターとの

連携では、機関ごとに濃淡はあるものの全体の潮流として、寄付目的だけでなく、民間セクターの技術やノウハウを求めた

連携の動きが活発化している。他方、民間セクターは、昨今の ESG／CSR の機運の高まりを受け、グローバルな社会課

題にビジネスを通して貢献していくプレッシャーに晒されている。この潮流は日本でも例外ではなく、特に 2020 年 10 月、

日本政府が「ビジネスと人権」に関する行動計画（2020-2025）を策定したことで、より一層、人権と人道に配慮した責任あ

る企業活動の推進が求められている 29。 

こうした機運の下、人道支援機関が民間の技術やノウハウを取り入れることで支援の効率化とインパクトの拡大が期待

できるほか、資金調達手段の多様化による援助資金拡充の可能性が想定され、ひいては SDGs の達成に貢献し得る可

能性を秘めている。また、民間セクターが、紛争や災害、難民問題等の社会課題の解決に自社の技術やノウハウを売り込

んでいくことで、ESG 評価の向上による経営の安定化や、共同研究の機会が増えることによる技術開発の促進、さらには

新たな市場の獲得等に繋がることが期待されている。  

 
28 International Committee of the Red Cross (ICRC), 2017, no page specification. 
29 Ministry of Foreign Affairs, 2020, 19-20 for a PDF. 
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図表 15 民間セクターとの連携が生み出すメリット（仮説） 

人道支援機関（国連、国際赤十字・赤新月社、NGO） 民間セクター（企業・大学等） 

人道支援の

効果の拡大 

 より網羅的な人道ニーズの把握と、支援の

費用対効果の向上 

 ラストワンマイルに支援を実現 

 組織構造・体制を未来志向型に変革 

経営の安定 

 ビジネスと人権・人道に配慮した事業の推進を

通じ、ESG 評価（特に S）の向上 

 企業・大学のブランドイメージアップ 

 消費者・投資家からの理解促進 

資金調達の

拡大 

 拠出金や寄付だけでない資金調達手段の

多様化（fund ではなく finance） 
 人道支援のための資金拡充 

技術開発の

促進 

 共同研究や技術実証の機会の多様化 

 技術開発のインセンティブ・外部資金の獲得 

SDGs 実現 
 人道危機（紛争、難民など）の効率的対応

による SDGs 達成への貢献 
市場拡大 

 新規顧客（国連、国際赤十字・赤新月社、

NGO 等）の獲得 

 投資リターンの獲得・調達機会の増加 

 海外展開のチャンス増 

（出所）ヒアリング調査の結果を踏まえ筆者作成 

 

 他方、民間連携は双方にメリットを創出し得るが、実際に実現していくには課題も多い。特に日本の民間セクターとの連

携が進まない原因について、人道支援機関とのヒアリング調査の結果、以下のような障壁が浮き彫りになった。つまり、①

現地ニーズと民間技術のミスマッチ、②R&D 予算の制約、③人道支援に真剣に取り組む企業が少ない、④人道支援機

関の支援体制が弱い、⑤新技術の導入に対する各国の規制等である。こうした課題に対処し日本の民間セクターが持つ

技術やノウハウを人道支援に役立たせていくためには、関連するアクター（政策立案者・人道支援機関・民間セクター）に

対して適切な支援策の検討が必要になってくると思われる。 
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図表 16 日本の民間セクターとの連携が進まない主な要因 

 

 

 日本企業はプロダクトアウトの考えが強い。性能やクオリティは高く日本では使えるが、途上国ではオ

ーバースペックで使い難い製品や技術が多い。 

 日本では、人道支援の現場のニーズと企業等の技術をマッチさせる動きが成熟していない。 

 

 

 各人道支援機関が提供する R&D ファンド 30は、機関の職員や途上国企業等を対象としており、先

進国企業・大学等の直接活用が難しい。 

 R&D に活用できる財源は機関内で限られており、メインストリーム化されていない。 

 日本では、人道支援分野で民間とのイノベーション連携を行うには外務省の国際機関連携無償資

金協力の活用しかなく限定的である。 

 

 
 日本企業の中には、途上国支援に関心をもっていたとしても、CSR 方針の変更を理由に最後までコ

ミットしないケースもある。日本の大手企業であっても CSR 部門が無い企業も未だ多い。 

 

 

 WFP と UNICEF は民間連携によるイノベーション創出に向け、組織体制（資金・人材・ハブ）を強

化しているが、その他人道支援機関は戦略に具体性がなく、担当部署や R&D ラボが未設置である

機関もあり支援体制が弱い。 
 人道支援機関の職員は日々の業務に追われ、未来志向型の時間を作り難く、企業がもつ新しい技

術やノウハウを、人道支援事業のニーズに上手くマッチさせることができていない。 

 民間技術の活用を検討する内部ワークショップを実施し、アイデアはさまざま出されたが、こうした取

組みを継続して遂行できる人材がいない。 

 

 
 新しい技術の導入には各国の既存ルールの改訂が必要な場合があり難しい。例えば、日本で大規

模災害が発生した際、民間企業によるドローン飛行の許認可を取得することは非常に困難である。 

（出所）ヒアリング調査の結果を踏まえ筆者作成 

 

5. 結語及び今後必要とされる支援策への提言 

 本調査では、SNS 分析やデスクレビュー調査の結果、人道支援で注目を集めるイノベーションとして、‘blockchain’、

‘artificialintelligence’、‘drone’、‘virtualreality’等があることを明らかにした。そのうちいくつかのイノベーションについ

ては、人道支援の現場でどのように実証化されているか連携事例を深掘りした。また、人道支援機関へのヒアリング調査

を通して、革新的資金調達に対する期待と関心の高さを確認することができた。 

 一方、民間連携は人道支援機関及び民間セクターの双方にメリットを生み出す可能性が高いが、日本の民間セクターと

の連携実績は未だ少ない。現状の主な要因として、民間連携に活用できる資金スキームや支援体制が不十分であること、

現場のニーズと企業等の関心と技術の効果的なマッチングができていないこと等が指摘されている。これらを踏まえ、人

道支援機関と日本の民間セクターとの連携を促進していくために、今後必要になると思われる支援策をいくつか提言して

結びとしたい。 

 

(1) 政策立案者に対する提言 

 人道支援の資金不足は喫緊の課題であり、ドナー政府が拠出できる額は無限ではないため、限られたリソースの有効

活用に資する民間連携事業を積極的に促す施策の検討が必要と考えられる。日本では、外務省の国際機関連携無償資

金協力を通じて、日本企業の技術を人道支援に活用する案件化が進められている。しかし、それ以外で日本の民間セク

ターが人道支援機関と連携を進めるうえで活用できる資金スキームは、公共調達を除いて非常に限られている。そのため、

人道支援に貢献したいと考える民間企業や大学等を後押しできるような資金支援スキームの多様化や新規創設が肝要と

思われる。例えば、民間企業の優れた技術の途上国展開を支援する JICA の民間連携事業や、社会実装に向けた国際

共同開発を支援する JICA の地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）、文部科学省の科学研究

 
30 調査対象機関の内、R&D ファンドを持つのは、UNICEF、WFP、UNHCR、Save the Children、Oxfam である。 

現地ニーズと民間技術

のミスマッチ 

R&D 予算の制約 

人道支援に真剣に取

り組む企業が少ない 

人道支援機関の 

支援体制が弱い 

新技術の導入に対す

る各国の規制 
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費、内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）等で人道支援の案件を積極的に対象とする等は有効ではない

かと考えられる。 

 

(2) 人道支援機関に対する提言 

 限られた人的・資金的リソースを人道支援で効率的に活用していくには、民間セクターの技術を取り入れイノベーション

を起こしていくことが鍵である。現在多くの人道支援機関は民間セクターとの技術連携に前向きであるものの、それを促進

する下地が整っている機関は少ない。その中でも例外的に国連世界食糧計画（WFP）は民間連携を促進するため体制

強化を図り、イノベーション創出に向け戦略的に予算付けをしていく方針を示している 31。もちろん、人道支援機関はそれ

ぞれ異なるミッションの下に戦略と目標を掲げており、一概に WFP の方針に倣うことを良しとは言えない。しかし、R&D
のための資金支援スキームの多様化や受給対象範囲の拡大、イノベーションを推し進める人材の確保、民間技術を必要

とする現地ニーズの分析と対外発信の強化等により、民間の技術やノウハウの更なる活用促進に繋がるものと考えられる。 

 

(3) 民間セクターに対する提言 

 民間セクターは営利組織であるため収益の確保は必ず求められる。しかし、グローバルなトレンドになりつつある「責任

ある企業行動」を実現していくためには、人道支援を新たな市場と捉え、自社技術やノウハウを積極的に売り込んでいくこ

とが ESG／CSR の文脈からも一考に値すると思われる。より多くの技術連携を生み出していくには、技術や製品ありきの

考え方ではなく、経営層の強いコミットメントの下、人道支援の現場のニーズに沿った技術開発を進めていく姿勢をもつこ

とが重要である。また、コストや時間のかかる技術開発には、公的機関からの資金支援だけでなく、既に中国や欧米では

次世代イノベーションへの投資手段の 1 つとして活発な（コーポレート）ベンチャーキャピタル等からの資金調達も視野に

検討していくことが望ましいと思われる。 

 

  

 
31 World Food Programme (WFP), 2020, 3 for a PDF. 
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－ ご利用に際して －  

 本資料は、信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証するものではあ

りません。 

 また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 

 本資料に基づくお客様の決定、行為、及びその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お客様ご

自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。 

 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず出所：三菱ＵＦＪリ

サーチ＆コンサルティングと明記してください。 

 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡ください。 


